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企業において ITの戦略的なツールとしての重要性が高まる中、IT部門のプ
ロジェクトマネジメント力が低下し、経営や事業部門の期待に応えられな
くなっているケースが少なくない。本稿では、プロジェクトマネジメント
力を強化するための実用的な方法について、野村総合研究所（NRI）のコ
ンサルティング経験に基づいて紹介したい。

野村総合研究所 システムコンサルティング事業本部
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専門はエネルギー・交通など社会インフラ分野の ITマネジメント

PMOを活用した人材育成
─プロジェクトマネジメント力の強化に向けて─

難易度が高まるプロジェクト

　近年、多くの企業では、ITを経営上の差

別化要素と捉え、戦略的なツールとして活用

し始めている。すなわち、省力化や業務効率

化といった目的ではなく、事業・サービスの

創出や革新など、直接的に事業へ貢献するも

のとしてITを導入するケースが増えている

のである。当然、そのようなITの導入の成

否は経営に大きな影響を与える。導入に失敗

すれば新規事業を始められず、導入が遅れれ

ばサービスが低下して客離れを起こすかもし

れない。それらが業績悪化という形で経営に

影響を与えることは十分考えられる。

　ITが経営戦略に直結した競争力の源泉に

なることを考えると、あらゆる事業へのIT

の導入（ITの活用範囲の拡大）と、システ

ム提供のスピードアップという2つを両立さ

せなければならない。このことは、IT導入

プロジェクトの難易度が従来と比較して高

くなっていることを意味する。IT部門には、

このようなプロジェクトを何とかして成功さ

せ、事業部門の期待に応えていくことが求め

られている。

システム構築現場における
プロジェクトマネジメントの現状

　ところが、「システム対応が期限に間に合

わずサービスの提供が遅れた」「プログラム

の不具合によりシステムが停止してサービス

が止まった」「システム統合がうまくいかず

合併のメリットが享受できない」といったト

ラブルは後を絶たない。その背景にあるの

は、IT部門のプロジェクトマネジメント力

の低下である。

　NRIは多くの企業に対してプロジェクトマ

ネジメントの支援をしている。プロジェクト

マネジメントという観点から、実際のシステ

ム構築の現場でどのような問題が起きている

か、いくつか実例を挙げてみよう。

　プロジェクトの進
しんちょく

捗はスケジュールを基準

に管理するが、進捗に遅れが発生した場合

に、最新の状態に合わせた報告を意識した結

果、常に「予定どおり」と報告されるケース

がある。この場合、報告を受ける経営層や
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CIO（最高情報責任者）は、当初に立案され

た本来の基準スケジュールとずれていること

に気付かず、プロジェクトが計画どおりに進

んでいると思ってしまうだろう。

　ITベンダーが作成した1本目の設計書をIT

部門が確認する際に誤りを見落とし、IT ベ

ンダーがそのまま次の設計書の作成に入って

しまったため、誤りが発生し続けるという

ケースもある。これでは、誤りに気付くまで

に作成した全ての設計書を修正しなくてはな

らず、作業の手戻りとなる。

　成果物に対する IT ベンダーと IT 部門の認

識の違いがスケジュールを遅らせることもあ

る。成果物として IT ベンダーが納品したプ

ログラムは、テストで検出された不具合が修

正されたものと IT 部門は考えているが、IT

ベンダーは、テスト結果表、不具合管理表、

テストデータを成果物と考え、不具合の量に

応じて修正や再テストの計画を立てる場合も

ある。この認識の違いに気付かないと、後に

なって修正や再テストを実施しなければなら

ず、スケジュールが遅れることになる。

　これらは表面的な事象に過ぎず、個々の問

題を解決しても、また同じようなトラブルが

起こる。必要なのは根本原因を明らかにする

ことである。われわれは、プロジェクト資料

の読み込みや関係者へのヒアリングを通じ

て、トラブルの根本原因は次の点にあると考

えた。

① プロジェクト運営のルール（スケジュール

変更ルールや進捗報告ルールなど）を定め

ていない、もしくはプロジェクトメンバー

への運営ルールの浸透が不足している。

② 設計書の初期ロットの確認を速やかに行う

というプロジェクトマネジメントの鉄則が

守られていない。

③ IT 部門と IT ベンダーの役割分担が曖昧な

ままになっている。

　いずれの状況も、システム構築プロジェク

トで何をどのように実施していけばよいかを

IT部門が分かっていないことを表している。

要するにプロジェクトマネジメントの基本が

できていないのである。これまでのNRIのコ

ンサルティングの経験から、これは一部の限

られたケースではないといえる。いずれの企

業においても、IT 部門のプロジェクトマネ

ジメント力を強化することは喫緊の課題なの

である。

プロジェクトマネジメント力低下
の背景

　IT 部門は、これまで大規模なシステムの

構築を経験し、プロジェクトを計画どおり完

了させるようプロジェクトマネジャーの育成

もしてきたはずである。にもかかわらずプロ

ジェクトマネジメント力が低下した背景には

次のような事情がある。

（1）大規模プロジェクトの機会が限られる

　大規模システム構築プロジェクトは、要件

変更が多くスケジュールの遅延がよく起こ

り、当初の計画どおりに進むことはまれであ

る。そのため、プロジェクトにとって大切

な、スケジュール、品質、コストを一定の範

囲に収めるプロジェクトマネジメントのスキ

ルを身に付ける格好の機会である。こうした

経験を数多く積むことがプロジェクトマネジ

メント力の強化につながる。
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　しかしながら、企業においてシステム化が

ひと通り終わった今では、大規模プロジェク

トは業務改革やシステム刷新のような数少な

い機会に限られてきている。さまざまなマネ

ジメント方法を学ぶことのできる大規模プロ

ジェクトの経験が圧倒的に不足していること

は、プロジェクトマネジメント力低下の大き

な原因である。

（2）ノウハウ・経験の継承が不十分

　IT部門は、大規模プロジェクトだけでは

なく、これまでに構築されたシステムの改修

など、比較的小規模なプロジェクトも扱う。

小規模プロジェクトは、プロジェクトマネ

ジャーが細かい部分まで目を通せるため、予

期しないことが起きても対応できることが多

く、知識やノウハウを得るよい機会である。

本来であれば、それを形式知（文書として体

系的に整理された知識）化し、次代を担うプ

ロジェクトマネジャーの育成に生かすべきで

ある。しかし現実には、知識やノウハウが個

人のものにとどまっていることが多い。これ

も、IT部門としてのプロジェクトマネジメ

ント力の低下につながっている。

（3） プロジェクトマネジャー選任時の検討が

不十分

　プロジェクトマネジャーを選任する際に、

IT部門の在任期間の長さや、対象とする業

務やシステムの機能に詳しいなどの理由で決

めている企業が多い。しかしこれでは検討不

足である。業務やシステムに詳しいこととマ

ネジメント手法を身に付けていることは全く

別で、マネジメントにはそれなりの資質が必

要である。そのような人材をプロジェクトマ

ネジャーにしないと、適切なマネジメントが

できないだけでなく、IT部門で共有する必

要のあるマネジメントの成果やノウハウ、経

験知が残らない。

PMOは人材育成の格好の場

　プロジェクトマネジャーに必要なのは、プ

ロジェクトの全体を見通してコントロールす

る能力と、予想外の事態が起きた際に素早く

現状を把握し、適切な指示を通じて状況を改

善する能力である。プロジェクトの規模が大

きくなるほど、この能力が重要になってく

る。では、プロジェクトマネジメント力が低

下している場合はどうしたらよいのか。

　1つの方策は、プロジェクトを全体的に支

援するPMO（プロジェクト・マネジメント・

オフィス）を別組織として設置することであ

り、実際に大規模なプロジェクトを中心に

PMOの設置は一般化してきた。

　しかし、プロジェクトマネジメント力が低

下している場合、たとえPMOを設置しても

プロジェクトマネジャーを十分に支援でき

るとは考えにくい。その場合、マネジメント

ツールやマネジメントのノウハウを持つ外部

企業にプロジェクトへの支援を求めることに

なるだろう。ただし、外部の支援を得る場

合、会議の運営、課題の管理、進捗状況や品

質の可視化など表面的な作業しか支援しても

らえないことが少なくない。特に、事業部門

のシステムオーナーやシステムの利用者、IT

部門のマネジメント層や担当者など、関係者

が多いシステム構築プロジェクトにおいては

立場や権限の問題もあり、外部の企業はス

ムーズなコミュニケーションを取りにくく、
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IT 部門が求めている成果を出せ

ないことがある。また、外部の支

援によってプロジェクトが成功し

たとしても、そのノウハウが IT

部門に蓄積されず、プロジェクト

マネジメント力の向上につながら

ないケースもある。そうならない

ようにするためには、PMO にお

ける外部の役割をきちんと位置付

け、プロジェクトマネジメントの

支援と併せて、プロジェクトを通

じたIT部門の能力強化やプロジェ

クトマネジャーの育成も依頼すべきである

（図1参照）。

　PMO には、プロジェクトマネジャーの経

験者や管理事務に精通したメンバーを配属す

ることが多いが、人材育成システムとしての

PMO では、そこにプロジェクトマネジャー

の候補を加える。そして外部から来たメン

バーがさまざまなマネジメント活動を代行し

ながらプロジェクトを推進する。外部にはプ

ロジェクトを進める上でのツールや方法論が

整備されており、これらを、対象とするプロ

ジェクト用にカスタマイズして適用すること

により、効果的、効率的なプロジェクト推進

が可能になる。

　プロジェクトマネジャーの候補は、プロ

ジェクトマネジャーや外部のメンバーがツー

ルや方法論を使ってマネジメントや意思決定

を行う場面を見ながらプロジェクトマネジメ

ント力を身に付けていく。外部のツールや方

法論と、IT 部門内にあるプロジェクト関連

知識とを掛け合わせることにより、IT 部門

だけのシステム構築よりも範囲の広いノウハ

ウを蓄積することができる。さらに、そのノ

ウハウを外部の力を借りて形式知として体系

的に整理するのである。

　プロジェクトマネジャーには、プロジェク

トのマネジメントに加えて将来のプロジェク

トマネジャーを育成する役割も与える。プロ

ジェクトマネジャー候補がプロジェクトマネ

ジャーになった際には、文書として整備され

たノウハウを使って次のプロジェクトマネ

ジャー候補にマネジメントの実際を伝える。

この “師弟関係” が個人のプロジェクトマネ

ジメント力を強化し、IT 部門としてのプロ

ジェクトマネジメント力が次の世代に継承さ

れていく。

　IT を戦略的なツールとしてビジネスを支

えられるようにするためには、どうしても

IT 部門の強化が大きな課題になる。IT 部門

の現状やシステム構築プロジェクトの現状を

考えると、PMO に外部の知見を活用してプ

ロジェクトマネジメント力を強化し、PMO

の活動を通じて人材育成を図ることが、この

課題を解決する最も実践的な方法である。 ■

図1　PMOを活用した IT部門強化のイメージ
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